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交付金の活動開始から２年目及び４年目の活動組織が当該活動の
実施状況や成果、活動による地域の変化等について自己評価する。

（１） 目的

多面的機能支払交付金における、農地維持支払の「地域資源の適切な保全管理のための推進活動（以下「推進
活動」という）」と資源向上支払（共同活動）の「多面的機能の増進を図る活動（以下「増進活動」という）」が効果的か
つ効率的に実施されるように、市町村が活動組織に対して、当該活動の実施状況や成果、活動による地域の変化等
を評価（以下「自己評価」という。）し、報告することを求めるとともに、市町村は当該活動を客観的に評価（以下「市町
村評価」という。）し、必要に応じて指導・助言を行うこととしている。（平成28年度から導入）

１ 活動組織による自己評価と市町村評価の概要

自己評価

「市町村の判断基準のガイドライン」に基づいて、自己評価実施組織
を評価する。

市町村評価
提出

１

指導・助言

評価システム

多面的機能支払（平成26年度）
から新たに導入された

「地域資源の適切な保全管理の
ための推進活動」
「多面的機能の増進を図る活動」

の定着を図る。

評価システムの目的

評価年度 ２年目評価 ４年目評価 ２年目評価と４年目評価を実施
平成28年度 2,426 組織 （平成27年度に活動開始） -

平成29年度 1,168 組織 （平成28年度に活動開始） 14,515 組織 （平成26年度に活動開始）

平成30年度 4,355 組織 （平成29年度に活動開始） 4,097 組織 （平成27年度に活動開始）

令和元年度 723 組織 （平成30年度に活動開始） 1,315 組織 （平成28年度に活動開始） ※組織統合等を行った組織を除く

令和２年度 1,617 組織 （令和元年度に活動開始） 3,839 組織 （平成29年度に活動開始）

令和３年度 1,198 組織 （令和２年度に活動開始） 770 組織 （平成30年度に活動開始）

平成28年度～令和３年度に２年目評価・４年目評価を実施した8,579組織を対象として、自己評価、市町村評価の変
化について分析

8,579組織

自己評価・市町村評価の実施状況

注）本資料では、自己評価・市町村評価の対象組織と、本交付金に取り組んでいる対象組織の混乱を避けるため、対象組織を「活動組織」または「組織」と記載。



○ ２年目評価と４年目評価を実施した8,579の活動組織における「構造変化に対応した保全管理の目標」は、「中心経
営体型」が最も多く、次いで「集落ぐるみ型」、「多様な参画・連携型」の順となっている。

○ 「推進活動」の取組内容は、「農業者による検討会」が最も多く、次いで「農業者に対する意向調査、農業者による現
地調査」の順となっている。

２ 推進活動に係る自己評価
（１）構造変化に対応した保全管理の目標と推進活動の取組内容

推進活動の取組内容構造変化に対応した保全管理の目標
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２



○ 「推進活動」の取組状況に対する活動組織の自己評価は、２年目評価ではステップ ２以下の組織が多いが、4年目
評価ではステップ３ 以上が増加しており、活動が進むにつれて上位のステップ に進んでいる。

推進活動の取組状況に対する自己評価

３
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N=8,573組織

（２）保全管理の目標の達成に向けた推進活動の進捗状況



○ 推進活動による効果としては、 「水路・農道等の地域資源の機能維持」と回答した組織の割合が最も高く、次いで
「水路・農道等の地域資源を保全管理する人材の確保」、「地域農業の将来を考える農業者が増加」の順となっている。

○ ２年目評価、4年目評価を比較すると、「不在村地主との連絡体制の確保」、「地域内外の担い手農業者との連携体
制の構築」、「水路・農道等の地域資源を保全管理する人材の確保」及び「水路・農道等の地域資源の機能維持」につ
いて効果が発現していると回答した組織の割合が上昇している。

地域資源の適切な保全管理のための推進活動による効果発現状況（自己評価）
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地域資源の適切な保全管理のための推進活動による効果発現状況（４年目自己評価 ステップ別）
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○ 「保全管理の目標」の達成に向けた進捗状況（ステップ）ごとに効果の発現状況をみると、「農業の将来を考える地
域住民の増加」をはじめとして、ほとんどの項目について、ステップが上がるにつれ、効果が発現していると回答する
活動組織の割合が高くなる傾向が見られる。

４年目
ステップ０：N= 168組織
ステップ１：N=1,170組織
ステップ２：N=1,675組織
ステップ３：N=2,825組織
ステップ４：N=1,625組織
ステップ５：N=1,110組織



地域資源の適切な保全管理のための推進活動による効果発現状況（ ４年目自己評価 取り組み内容別）
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○ 各組織の取組内容として、農地維持のみに取り組む組織と、農地維持と資源向上（共同）に取り組む組織を比較す
ると、農地維持と資源向上（共同）に取り組む組織のほうが効果が発現していると回答する割合が高い項目が多い。

農地維持のみに取り組む組織 ：N=2,629組織
農地維持と資源向上（共同）に取り組む組織：N=5,950組織



地域資源の適切な保全管理のための推進活動の市町村評価

○ 活動組織の活動状況等に対する市町村評価において「優良」と評価した割合は、２年目評価が９％であったのに対
し、４年目評価では12％となっており３％増加している。

○ 一方、２年目評価において「指導又は助言が必要」または「計画の見直しが必要」と評価した割合は４％であったの
に対し、４年目評価において「フォローが必要」と評価した割合は２％へ低下している。

７

３ 推進活動の自己評価に対する市町村評価
（１）活動状況等の評価

２年目評価
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N=8,528組織



○ 「指導又は助言が必要」又は「計画の見直しが必要」と評価された活動組織に対して、市町村が指導又は助言した
内容は、「検討会・意向調査・現地調査等の充実」が最も多く、次いで「非農業者等（集落外も含む）多様な人材の参画
推進」及び「地域内の担い手農業者・中心経営体等の育成・確保、連携強化」が多い。

指導や助言、抜本的な見直しの内容（２年目評価時）

活動組織割合
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と評価した組織：N=347組織



○ 推進活動を行うことにより現れている地域の変化について、市町村が評価した中では「共同活動により地域資源が
適切に保全管理され、遊休農地の発生が抑制」との評価が８割を占めており、「共同活動に参加する非農業者が増え
ている等、地域資源の管理体制が強化」との評価も４割以上を占めている。

○ 活動組織の中には、構造改革の後押しに係る「担い手への農地利用集積・集約」や「担い手農業者の確保」が進ん
できていると評価している組織もある。

９

（２）取組による地域の変化

地域資源の適切な保全管理のための推進活動の市町村評価
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○ ２年目評価と４年目評価が完了した8,579の活動組織のうち、「多面的機能の増進を図る活動」を実施した組織数は
２年目評価時の3,926組織から４年目評価時の4,095組織へと増加した。実施された活動項目数も延べ5,140項目から
延べ5,793項目へと増加し、１組織当たりの活動項目数は1.3項目から1.4項目へと増加している。

○ 活動内容をみると、 「鳥獣被害防止対策及び環境改善活動の強化」 及び「農村環境保全活動の幅広い展開（農村
環境保全活動追加）」の割合が高い。

○ ２年目評価時と４年目評価時を比較すると、「農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化」、「遊休農地の有効
活用」及び 「防災・減災力の強化」を実施した組織の割合が上昇している。

多面的機能の増進を図る活動の実施状況

10

４ 増進活動に係る自己評価
（１）増進活動の活動項目
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○ 「多面的機能の増進を図る活動」による効果としては、「地域住民の農村環境の保全への関心の向上」と回答した組
織の割合が最も高く、次いで「農村環境の向上」、「施設を大事に使おうという意識の向上」の順となっている。

○ 活動項目のうち、「防災・減災力の強化」に取り組む組織数が増加したことに伴い、「自然災害や二次災害による被
害の抑制・防止」の効果があると回答した組織の割合が増加している。

多面的機能の増進を図る活動による効果発現状況の自己評価
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地域コミュニティの維持・発展に対する意識の向上

地域住民の水路や農道等の知識や補修技術の向上

鳥獣被害の防止等の農地利用や地域環境の改善

周辺農業者の営農意欲の維持、又は向上

増進活動への参加者の増加、又は確保

遊休農地の有効活用

自然災害や二次災害による被害の抑制・防止

伝統農法・文化の復活や継承を通じた農村コミュニティの強化

高齢者や障害者等の活躍の場の提供

地域住民の防災・減災に対する意識の向上

2年目評価 4年目評価
２年目評価時：N=3,926組織
４年目評価時：N=4,095組織

（２）多面的機能の増進を図る活動による効果の発現状況



○ 「多面的機能の増進を図る活動」において、組織が取り組む増進活動の項目数は１項目の組織が多いが、項目数が
増えるほど、活動により発現する効果の数も増加する傾向が見られる。
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取り組む増進活動項目数別の組織数と発現する効果の数の平均値 （４年目評価）
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４年目評価時：N=4,095組織

（３）多面的機能の増進を図る活動項目数と発現する効果の数の関係



多面的機能の増進を図る活動の市町村評価

○ 活動組織の自己評価内容に対して市町村が「優良」と評価した割合は、２年目評価が10％であったのに対し、４年
目評価では12％となっており2％増加している。

○ 一方、２年目評価において市町村が「指導又は助言が必要」と評価した割合は２％であったのに対し、４年目評価に
おいて「フォローが必要」と評価した割合は１％へ低下している。

活動組織割合
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５ 増進活動の自己評価に対する市町村評価

優良, 10%

適当, 88%

指導又は助

言が必要, 2%

優良 適当 指導又は助言が必要

優良, 12%

適当, 87%

フォローが必

要, 1%

優良 適当 フォローが必要

２年目評価時：N=3,926組織
４年目評価時：N=4,092組織

２年目評価 ４年目評価



○ 「指導又は助言が必要」と評価された活動組織に対して、市町村が指導又は助言した内容は「取組内容の充実、取
組回数の増加」、「活動内容の再検討」の順に多い。

市町村からの指導や助言の内容

活動組織割合
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47%

37%

18%

3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

取組内容の充実、取組回数の増加

活動内容の再検討

非農業者等（集落外も含む）

多様な人材の参画推進

有識者等の助言・連携強化

「指導又は助言が必要」と評価した組織：N=68組織
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６ 令和４年度の新たな自己評価・市町村評価の実施について
（１）新たな自己評価・市町村評価の概要

施策の評価と連携し、「①活動の実施状況」、「②活動の継続や展開
に向けた取組の実施状況」、「③活動の効果、活動による地域の変化
等」を点検・評価することにより、組織の自己改革と、市町村等からの
指導を適切に誘因する。

目 的

評価項目は、ESG投資の考え方を活用し次の３つの分野から構成。

①【環境】保全活動の実施状況
②【社会】組織の活動力、地域の安全性、生産性、まとまり（協働）
③【ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ】組織の運営体制の強化、継続性や裾野を広げる取組

評価項目

 活動組織は、基本的に事業計画の４
年目となる年度に自己評価を実施し、
その結果を市町村へ提出。

 市町村は活動組織の自己評価の報
告に対し評価を行い、必要に応じて
指導・助言。

評価方法

新たな自己評価・市町村評価システム

・全国集計の他、各活動組織へのフィードバックを実施。
（県平均・全国平均との比較を含む）

結果の公表等

 市町村は、市町村内の活動の特徴
や効果、課題等の分析を行い、必要
に応じ組織を指導。

 都道府県は、市町村からの報告等を
基に都道府県の取組の特徴や効果、
課題の分析を行うとともに、市町村
へ支援を行う。

 国は施策の評価に活用。

結果の活用（中間評価・施策評価）



６ 令和４年度の新たな自己評価・市町村評価の実施について
（２）今後の予定

16

○ 令和４年度から評価対象組織（事業計画４年目の組織を基本とする）で新たな自己評価・市町村評価
を実施し、本格運用を開始する。

○ 新たな自己評価・市町村評価の結果をとりまとめ、令和５年度の第三者委員会にてご報告し、施策の
評価に反映させる。

※ 令和５年１月20日付事務連絡にて、令和４年度の新たな自己評価・市町村評価の実施を通知

※ 令和５年５月末に都道府県は各地方農政局へ報告。令和５年７月ごろ結果をとりまとめる予定

Ⅰ期（H26～H30） Ⅱ期（R1～R5） Ⅲ期（R6～R10）

H27 H28 H29 H30
R1

（H31）
R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

現在の自己
評価・市町村

評価

新たな自己
評価・市町村

評価

試行調査 本格運用

試行調査 試行調査
（全国抽出調査）

本格運用
評価対象：事業計画４年目の組織を基本
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６ 令和４年度の新たな自己評価・市町村評価の実施について
（３）新たな自己評価・市町村評価 調査様式
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６ 令和４年度の新たな自己評価・市町村評価の実施について
（３）新たな自己評価・市町村評価 調査様式
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６ 令和４年度の新たな自己評価・市町村評価の実施について
（３）新たな自己評価・市町村評価 調査様式
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（参考）市町村の判断基準のガイドライン（新たな市町村評価）



○ 自己評価・市町村評価の機会に、多面的機能支払交付金による共同活動を実施することで、SDGsに貢献しているこ
とを周知し、活動内容を振り返りの機会に、SDGsの視点を検討いただけるよう、新たな自己評価・市町村評価の際に、
「多面版SDGsアイディアシート（案）」、「多面的機能支払活動の多面版SDGs整理表（案）」を添付し、紹介。
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６ 令和４年度の新たな自己評価・市町村評価の実施について
（４）その他：自己評価・市町村評価におけるＳＤＧｓについての周知

図：多面版SDGsアイディアシート（案）の簡易的な解説 図：多面的機能支払活動の多面版SDGs整理表（案）


